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活動展開技法モデル「コミュニティ・アセスメント」の提案

第 6 期公衆衛生看護のあり方に関する委員会活動報告

大森
オオモリ

純子
ジュンコ

 梅田
ウメダ

麻
マ

希
キ

2 麻原
アサハラ

きよみ3 井口
イグチ

理
アヤ

4

蔭山
カゲヤマ

正子
マサコ

5 小西
コニシ

美
ミ

香
カ

子
コ

6 渡井
ワタイ

いずみ7 田宮
タミヤ

菜奈子
ナナコ

8

村嶋
ムラシマ

幸代
サチヨ

9

目的 日本公衆衛生学会に設置された「公衆衛生看護のあり方に関する委員会（第 6 期）」では，

「実践で活用できる」コミュニティ・アセスメントの新しいモデルを考案した。本モデルを公

衆衛生活動に適用可能な「活動展開技法モデル」（以下，モデル）と位置づけることにより，

保健師が経験的に蓄積してきた実践手法の理論化とその手法の共有を試みた。

方法 平成26年10月から平成29年 9 月の 3 年間に 7 回の委員会を開催し，以下の 4 つのステップに

沿ってモデルの検討と検証を行った。ステップ 1 では，コミュニティ・アセスメントの定義や

手法についてブレーンストーミングを行いながら，文献検討の枠組みを検討した。ステップ 2
の文献検討では，コミュニティ・アセスメントに関する既存の理論や知見，実践に関する情報

を収集・整理した。次のステップでは，これらの情報と委員会メンバーの実践経験を照らし合

わせながら，モデルを作成した。最後のステップでは，作成したモデルの汎用性を行政および

産業における保健師に参照して，本モデルの公衆衛生活動への適用について検証した。

活動内容 本委員会では，コミュニティ・アセスメントを「QOL の向上をめざすすべての活動場

面において PDCA サイクルを駆動するために用いる実践科学の展開技法」と定義し，包括的

または戦略的な意図により，2 つに類型化した。作成したモデルでは，コミュニティ・アセス

メントは，あらゆる公衆衛生活動の PDCA サイクルにおいて継続的かつ発展的に実施されて

いること，地域住民の「QOL の向上」を志向して行われていることを示した。また，アセス

メントを行う者の経験的科学的直観と倫理的感受性がコミュニティ・アセスメントの質を左右

する要因であることを示した。

結論 本委員会が保健師の実践に沿って作成した活動展開技法モデル「コミュニティ・アセスメン

ト」は，公衆衛生活動における事業や地区活動など多様な実践に適応できる可能性があること

が示唆された。
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 は じ め に

コミュニティ・アセスメント/地域診断（以下，

コミュニティ・アセスメント）は，保健師がコミュ

ニティの健康課題を明らかにし，その課題への取り

組みを実施・評価するために行ってきた公衆衛生活

動であり，社会集団全体の健康と QOL 向上のため

に用いる専門職としてのスキルである。しかし近年

では，一時点で網羅的に実施する情報収集が主流と
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なり，公衆衛生の現場では，コミュニティ・アセス

メントが日常的な実践活動と切り離されたものとし

て捉えられるようになった。

上記の問題意識に基づき，第 6 期公衆衛生看護の

あり方に関する委員会では各種事業や地区活動など

の日常的な実践に適応できる活動展開技法モデル

（以下モデルと称す）を提示することが必要だとの

認識に至った。これまで保健師は，日常的に実施し

ている公衆衛生活動（家庭訪問や健康診査，地区組

織活動など）を通して，潜在化する健康ニーズを見

出し，個人・集団・コミュニティレベルで解決策を

立案・実施してきた。保健師が経験的に積み上げて

きたこれらの手法を理論化することは，公衆衛生活

動におけるより効果的な多職種協働を促進するとと

もに，活動の質の保証・向上に大きく寄与するもの

と考え，コミュニティ・アセスメントの新しいモデ

ルの提案を本委員会の活動テーマとした。実践手法

の理論化とは，「保健師が実践で用いる技術の組み

合わせによる活動展開技法モデルを考案すること」

とした。

本稿では，モデルの作成プロセス，モデルおよび

その特徴を報告し，実践への適応に関する示唆と今

後の展望について提案する。なお，本稿は平成28年
度第75回日本公衆衛生学会総会（大阪）において開

催したシンポジウム「コミュニティ・アセスメント

が切り拓く公衆衛生看護活動新しいモデルの提

案」の発表に基づいている1)。

 方 法

多様な公衆衛生実践に適応できる汎用性の高い活

動展開技法モデルを作成するため，保健師の活動プ

ロセスに沿ってモデルの検討を重ねた。作成の手順

は，Step1. ブレーンストーミング，Step2. 文献検討，

Step3. 主要概念の検討とモデルの考案，Step4. モデ

ルの適用の検証の 4 段階であった。

Step1 では，ブレーンストーミングを行いながら

Step2 で行う文献検討の枠組みを定めた。文献検討

の議論が実践から乖離しないように，Step1 と

Step2 を同時進行させ，コミュニティ・アセスメン

トの目的，視点，方法等を検討メンバーの実践事例

と照らし合わせながら整理した。Step3 では，

PDCA サイクル・マネジメントとの関係とモデル

の新しさの意義を考慮しながら，主要概念を検討

し，活動展開技法モデル「コミュニティ・アセスメ

ント」を考案した。Step4 では，保健行政および産

業保健における保健師の実践について，考案したモ

デルの適用について検証した。

本委員会の活動期間は平成26年10月から平成29年

9 月の 3 年間で，計 7 回の委員会を開催した。委員

会のメンバーは，公衆衛生看護学（保健行政・産業

保健領域）並びに公衆衛生学の研究者，保健行政の

自治体職員により構成された。

 活 動 内 容

. モデルの作成プロセス

1) Step1．ブレーンストーミング

委員の実践経験を基に，実際に日常の業務を通じ

て，保健師はどのような思考過程で活動を展開して

いるのかについて意見交換を行った。その結果，保

健師が行うコミュニティ・アセスメントには，包括

的，戦略的の 2 類型があると仮定し，文献検討を行

うこととなった。また，本委員会が提案する概念・

モデルで使用する用語（「コミュニティ」か「地域/

地区」，「アセスメント」か「診断」）や，コミュニ

ティ・アセスメントと PDCA サイクルの関係等に

ついても議論を行った。

2) Step2．文献検討

コミュニティ・アセスメントに関連する書籍や資

料等を収集し，文献検討を行った。対象とした文献

は，公衆衛生，公衆衛生看護，地域看護，保健行

政，福祉政策から都市計画分野等に及ぶ36文献（付

録参照）であった。文献の記述から，コミュニ

ティ・アセスメントの定義と目的，対象，データの

種類とその収集・分析方法，結果の活用，アセスメ

ントの志向性（因果解明か課題解決志向），アセス

メントの実施者と実施のタイミング等について内容

を抽出した。

3) Step3．主要概念の検討とモデルの考案

文献検討の結果に基づき，コミュニティ・アセス

メントの定義と主要概念を構成する要素について検

討を行った。検討に先立ち，本委員会が提案するモ

デルにおいて「地域/地区診断」，「コミュニティ・

アセスメント」のいずれの用語を用いるべきかにつ

いて議論した。地域/地区診断は，半世紀以上前か

ら保健師の活動基盤として位置づけられてきた。診

断とは状態を記述し，原因や因果関係を示すことで

病因を特定する行為である。したがって，感染症対

策など医学モデルでの対応が適した地域の健康課題

を捉える場合には有用である。しかし，近年の疾病

構造の変化やライフスタイルの多様化を踏まえて地

域の健康課題の関連要因を特定し，QOL の向上を

めざして，社会変容を推進する保健活動を裏付ける

には限界があると考えた。そのため，本委員会で

は，「診断」の代わりに「アセスメント」という用

語を用いてモデルを考案することとした。また，ア

セスメントの対象を示す用語は，地理的な境界を示
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す「地域/地区」ではなく，何らかの共通性をもっ

た集団を示す「コミュニティ」を採用することとし

た。一人の人間は，何層ものコミュニティに属して

いるからである。

コミュニティ・アセスメントの定義の検討にあ

たっては，アセスメントが行われる場面によってそ

の目的や方法が異なることが議論され，コミュニ

ティ・アセスメントの類型化を行った（詳細は次項

の「包括的アセスメントと戦略的アセスメント」を

参照のこと）。その後，モデルの構成概念とその相

互関係を検討し，構造を図示した（図 1）。また，

コミュニティ・アセスメントを PDCA サイクルの

中でどのように活用していけるのかについて検討

し，実践者があらゆる事業や地区活動で，いつでも

どこでも活用できる「アセスメント」モデルを考案

した。

4) Step4．モデルの適用の検証

保健行政および産業保健における対人支援，事業

運営，組織化，事業・施策化等に，モデルを適用す

ることが可能かどうか，実際の活動事例の PDCA
サイクルに沿って検討し，その有用性を確認し

た2～4)。

. モデルの定義

1) コミュニティ・アセスメントの定義

本委員会では，コミュニティ・アセスメントを

「QOL の向上をめざすすべての活動場面において

PDCA サイクルを駆動するために用いる実践科学

の展開技法」と定義した4)。本定義では，コミュニ

ティを意識した保健活動すべてのプロセスでコミュ

ニティ・アセスメントが行われていることを強調し

ている。また，コミュニティ・アセスメントの目的

は QOL の向上であること，アセスメントの質はア

セスメントする者の能力や姿勢によって異なること

も図示した（図 1）。

2) 社会的責務の遂行を中心に据えた未来志向型

の構造

モデルの全体像として，アセスメントは，いつで

も，どこでも，どこからでも可能であり，終わりが

ないことを表徴した。モデルの中心軸には，「QOL
の向上をめざす」社会的責務の遂行を据え，矢印で

示した。個人や家族への支援においても，コミュニ

ティ全体の QOL の向上を意識し，コミュニティの

ビジョンに向かって，PDCA サイクルを駆動させ

る未来志向のアセスメントであれば，すべてコミュ

ニティ・アセスメントとなる。未来志向とは，アセ

スメントがコミュニティのビジョンに向かって，

PDCA サイクルを駆動させることを意味する。全

体を包括的にとらえる包括的アセスメントと，焦点

化された課題に対して戦略的に行う戦略的アセスメ

ントが連動することで駆動力となることを示した。

このことは，コミュニティ・アセスメントは目的を

もって行われることを強調するものである5)。

3) 包括的アセスメントと戦略的アセスメントの

類型と連動

コミュニティ・アセスメントは包括的および戦略

的な意図により，2 つに類型化できた6)。包括的ア

セスメントとは，コミュニティで生じる事象や情報

を包括的・網羅的に把握し，コミュニティの人々に

共通した目的，強みや課題を見出すための総体的な

分析・判断である。一方，戦略的アセスメントと

は，特定された課題について，実行可能かつより効

果的な方策を考案しながら，コミュニティの人々や

関係者と協働して実践するプロセスを可視化し，組

織的合意を得て動かすための分析・判断のことであ
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図 公衆衛生活動におけるコミュニティ・アセスメントの活用
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る。包括的アセスメントにより目の前の事象や状況

の変化を相対的に捉え，因果を推論し，課題を発見

する。それを戦略的アセスメントと連動させること

により，見出した課題に関する情報を説明可能な

データとして可視化し，解決を図る「方策」を生み

出だすとした。

4) アセスメントの質を左右する経験的科学的直

観と倫理的感受性

経験的直観とは，統計データを蓄積して分析する

力，および住民の声などの質的データを蓄積し分析

する力に基づいて本質を直感的に見抜く力である。

一方，倫理的感受性とは，人々の QOL や安寧に関

連する状況的側面を認識する力である。目の前に同

じデータがあっても，人によって見える人もいれ

ば，見えない人もいる。コミュニティのため，人々

のため，という強い思いがコミュニティを捉えたい

という思いにつながり，本質を捉えることができ

る。そのためには，コミュニティの QOL 向上に向

けた専門職としての問題意識と意欲が重要である。

したがって，倫理的感受性とは専門家としての姿勢

でもある。本モデルでは，このような直感力や感受

性がコミュニティ・アセスメントの質を左右する要

因であることを示した5)。

. モデルの特徴

1) Do する人（実践者）のコミュニティ・アセ

スメント

コミュニティ・アセスメントは，主に PDCA サ

イクルの Plan（計画）や Check（評価）の段階で

実施されると考えられてきた。しかし本委員会で

は，保健師は活動のすべての場面でコミュニティを

アセスメントしていると捉え，Do する人（実践者）

の活動展開技法モデルとして「コミュニティ・アセ

スメント」を位置づけた7)。Do する実践家だから

こそできるアセスメントでは，対象コミュニティの

アセスメントがあらゆる公衆衛生活動と連動し，活

動の改善が効果的に継続されていくと考えられた

（図 2）。

2) コミュニティ・アセスメントを公衆衛生活動

で活用する

コミュニティ・アセスメントで収集・活用する

データには，公的な統計資料や調査などから生まれ

る数量的な情報だけでなく，実践から生まれる経験

も含まれる。また，人々のニーズを感じ取り，解決

のための手立てを察知する感性からも重要な情報が

生まれる。これらを記録として蓄積することで，あ

らゆる事業，地区活動の PDCA サイクルに活かす

ことができる。一見ばらばらのように見える事業や
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活動が目指す共通のビジョンや目的を，組織の内外

の関係者や住民と共有し，必要に応じて変更してい

くための言語（手段）としてコミュニティ・アセス

メントを用いることもできる7)（図 2）。コミュニ

ティ・アセスメントを日常の公衆衛生活動に活用す

ることで，エビデンスに基づく公衆衛生活動の展開

が可能となり，住民，関係者，多職種間でデータや

実践知となる情報を共有・蓄積することができる。

この共有するというプロセスがまた，コミュニティ

の共通ビジョンを探求しながら PDCA サイクルを

駆動させるエンジンになる7)。

コミュニティ・アセスメントは，Plan（計画）の

段階で，日頃の活動から得た気づきを裏付け，地域

の健康課題や未知のニーズを顕在化させる役割を担

う。また，健康課題の優先順位づけや，背景要因の

明確化，実行計画や評価計画の立案のために活用さ

れる。Do（実施）では，計画を実施しながら評価

や改善に役立つ情報が蓄積され，コミュニティ・ア

セスメントがアップデートされる。ここが，「Do
する人のコミュニティ・アセスメント」の謂れでも

ある。Check（評価）のステップでは，実施した結

果を可視化するとともに，その経年変化を把握し，

計画と実施を評価するためのコミュニティ・アセス

メントが行われる。ここで得られた情報は，選定し

た健康課題の妥当性を検証するとともに，未知の

ニーズを見出すことにも用いられる。Action（改善）

では，コミュニティ・アセスメントを構成する情報

の中から，改善に役立つ資源や地域の特徴（強み）

を探し出して改善計画に役立てることができる。ま

た，改善策を模索する課程で得られたノウハウや新

たなネットワークに関する情報を蓄積することで，

コミュニティ・アセスメントを発展的に継続してい

くことができる。

 考 察

本稿では，コミュニティ・アセスメントを公衆衛

生活動の PDCA と連動して，活動の基盤となる情

報を収集，整理，蓄積し，新たに生成する技法と捉

えた。公衆衛生の基軸となる情報とは，コミュニ

ティの健康と，人々の QOL に関する情報，そして

それらへのアプローチに関する情報である。これら

の情報を PDCA サイクルの駆動エンジンとして用

いるためには，「現場での負担感は最小限に，役に

立つという実感は最大限に」を意図した工夫が必要

である。また，多職種間のコミュニケーションツー

ルとして使うためのフォーマットの工夫や，必要な

人が必要な時にアクセスできるデータベース化も模

索していく必要がある。

 お わ り に

本委員会が保健師の実践に沿って作成した活動展

開技法モデル「コミュニティ・アセスメント」は，

公衆衛生活動における事業や地区活動など多様な実

践に適応できる可能性が確認された。本モデルは，

コミュニティ・アセスメントを PDCA サイクルの

全段階で活用できること，現状の包括的な把握だけ

でなく，課題の解決に向けて戦略的に用いることも

できること，実践家の持つ直観力や感受性がアセス

メントの質を左右することを示した点で，コミュニ

ティ・アセスメントの概念と活用手法に新たな視座

を提供するものと考える。

活動展開技法モデルは，実際に使用されて初めて

その機能を発揮し，社会の公衆衛生の向上に貢献す

る。様々な公衆衛生の領域で広く活用されること

で，さらにより良いものに改善されていくと考える。

本モデルの詳細と適用事例については，日本公衆

衛生学会ホームページ上にある報告書を参照された

い8)。ダウンロードできるので実践にぜひご活用い

ただきたい。

本稿は，日本公衆衛生学会の委員会「公衆衛生看護の

あり方に関する委員会（第 6 期）」の活動内容を報告した

ものです。

本研究に関して，開示すべき COI はありません。

(
受付 2018. 7.17
採用 2018.12. 4)
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Vitalizing public health activities through community assessment: A report of the
Committee on Public Health Nursing 20142017
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Objectives This report aims to present the community assessment model developed by the Committee on
Public Health Nursing (6th term) of the Japanese Association of Public Health. This new model
was designed such that it could be applied to a broad range of public health activities. It aims at the-
orizing public health nurses' practice-based knowledge and sharing it among other public health
professionals.

Methods The model was developed during seven committee meetings held from October 2014 to September
2017. In the ˆrst step, we brainstormed the deˆnition and methods of community assessment and
constructed a framework for a literature review. In the second step, information on theories,
research, and practice relevant to community assessment was reviewed based on this framework. In
the third step, the community assessment model was developed based on the results of the literature
review and the practice experience of the committee members. In the last step, we examined the ap-
plicability of this model to the practice of occupational health and public health administration.

Project activities We deˆned community assessment as the `̀ skills and methods based on applied science
that drive Plan-Do-Check-Action (PDCA) cycles in every activity that aims at achieving a better
quality of life (QOL).'' We further classiˆed community assessment into two types; comprehensive
assessment and targeted assessment. The model underlined that community assessment was a con-
tinuous and developmental process that occurs throughout every stage of the PDCA cycle, and that
it was oriented toward improving the QOL of community residents. This model also purported that
the empirical and scientiˆc intuition, and ethical sensitivity of assessors were among the key deter-
minants of assessment quality.

Conclusion The model on community assessment developed in the present study based on the empirical
knowledge of public health nurses could be applied to all types of public health activities in commun-
ities.
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